
2025/03/27現在募集中の地方自治体・財団の奨学金

　　これ以外にも独自の奨学制度を設けている団体はありますので、必要に応じて調べてください。
※本ページには、大学宛に周知依頼があった自治体・財団の奨学金を掲載しています。
※大学申請締切欄は、大学経由で応募する場合の書類提出締切です。学生本人による直接応募の場合の先方団体締切は、団体HPや募集要項等でご確認ください。

※大学経由で応募するものは、所属校舎の教育支援課・学生課窓口までお早めにお申し出ください。

奨学金名称
給付・貸与金額

大学 大学院
給付/貸与 申請方法 大学

申請締切
備考

月額30,000円

給付

テキスト61

2025年度「日本通運交通遺児

等支援奨学金」

学生本人による

直接応募

2025/05/01

以下、Ａ～Ｄの用件を全て満たす方。

Ａ．交通事故により保護者等を失うか、叉は保護者等が交通事故により重度の心身障害を

負った方。あるいは、学生本人が交通事故により障害もしくは疾病を負った方。

Ｂ．2025年4月現在、18歳以上21歳以下である方。

Ｃ．Ａを原因として、経済的に就学が困難であると認められる方。（基準については募集要

項を確認）

Ｄ．学術優秀、品行方正で勉強意欲のある方。

※応募詳細はホームページを参照のこと

年間上限

1,200,000円
年間上限

1,200,000円
給付

テキスト61

G-7奨学財団奨学金助成事業 大学経由で応募 2025/04/06

・日本国内の大学又は大学院に在籍し（ただし通信制大学及び夜間大学は除く）、学業

優秀、品行方正で、学修意欲があり心身ともに健康であり、将来社会的に有益な活動を目

指す者であって、学資の援助をすることが必要であると認められること。

・日本国籍を有していること。

・海外留学の場合は、留学期間中の単位が国内在籍大学の単位とみなされること。

・学部１年生は高校３年間の平均評定値が4.0以上、学部学生２年生以上の方は、直

近１年間の標準GPAが3.1以上

・家計基準が一定の基準を満たしている者

月額3万円（年36万

円）
月額3万円

給付

テキスト61

公益財団法人　ナガワひまわり財

団奨学金

財団HPより、学

生本人からの直

接応募（4/1か

ら）

2025/04/25

①2025年4月1日現在、日本国内の大学（2～4年）・大学院修士課程に在学する者。

②2025年4月1日現在、大学生は満23歳以下、大学院生は25歳以下であること。

③原則前年度までの成績GPAが3.00以上の者。

④給与所得者の世帯収入800万円未満、給与外所得者は400万円未満の者。

⑤在学する学長、指導教官等の推薦する者。

⑥学費の思弁が困難と認められる者。

⑦心身ともに優れている者。

30万円（一括支

給）
給付

テキスト61

キーエンス財団　2025年度「が

んばれ！日本の大学生」応援給

付金

学生本人による

直接応募

2025/04/02

・大学に在籍している、2025年度2～4年生（2025年度の新1年生を除く）。

・2025年4月1日現在、23歳以下である者。

・最短修業年限にて卒業見込みがある者。

・昨年までの「がんばれ！日本の大学生」応援給付金を受給していない者。

・当財団の奨学生ではない者。

・勉学に励み、目標を持って頑張っている大学生。

詳細は、各地方自治体・財団HPにてご確認ください。



奨学金名称
給付・貸与金額

大学 大学院
給付/貸与 申請方法 大学

申請締切
備考

自宅通学：月額5万

円

自宅外通学：月額6

万円

月額：7万円

貸与

テキスト61

令和7年度　公益財団法人　沖

縄県国際交流・人材育成財団

　大学・大学院貸与奨学金

学生本人による

直接応募

2025/04/25

・ご両親、またはいずれかが沖縄県内に住民登録している

・国内の大学・大学院に正規の学生として在学している

・学業、人物ともに優秀で、学資の思弁が困難と認められる

・他団体の奨学金貸与を受けていない

年額200,000円 年額200,000円

給付

テキスト61

科目等履修奨学生 学生本人による

直接応募

2025/05/01

・大学・大学院の科目等履修生

・科目等履修生として、1年間の受講(前期、後期を通して4単位以上)を予定している者

月額：30,000円

給付

テキスト61

誠志ツルヤ奨学生 学生が直接郵送 2025/05/07

2025年4月に健康栄養学部に進学した新１年生。・長野県、群馬県内の高等学校卒業

者、且つ実家が長野県及び群馬県の者。・学業優秀、品行方正でありながら、経済的理由

により修学が困難な者。

月額35,000円

貸与

テキスト61

常磐奨学会2025年度奨学金 学生本人による

直接応募

2025/04/14

2025年4月1日現在在学中か、2025年4月より入学見込の方で次の①または②のいずれ

かに該当する方

①福島県いわき市・茨城県北茨木市及びその周辺地域居住者の子弟。

②福島県内及び茨城県内の学校に在学する者。

月額70,000円 月額10万円

貸与

テキスト61

令和７年度上越学生寮奨学金 学生本人による

直接応募

2025/03/28

上越市、妙高市、糸魚川市のいずれかの市に３年以上住所を有した人で、かつ、そこに所在

する中学校又は高等学校を卒業した人のうち、学業に優れた学生

詳細は、各地方自治体・財団HPにてご確認ください。



奨学金名称
給付・貸与金額

大学 大学院
給付/貸与 申請方法 大学

申請締切
備考

年額480,000円

給付

テキスト61

令和7年度岡本育英奨学金 学生本人による

直接応募

2025/05/15

（1）日本国籍を有すること

（2）国内の大学の経済系学部に在籍する学部3年生であること

※経済学部、経営学部及び商学部、並びにこれらに類するもの

（3）募集年度4月1日時点で年齢25歳以下であること

（4）経済的な理由により学費の支弁が困難であること

（5）就学状況及び生活状況について適時報告できること

年額480,000円

給付

テキスト61

令和7年度川尻育英奨学金 学生本人による

直接応募

2025/05/15

（1）日本国籍を有すること

（2）国内の大学の経済系学部に在籍する学部3年生であること

※経済学部、経営学部及び商学部、並びにこれらに類するもの

（3）応募締切時点で年齢25歳以下であること

（4）経済的な理由により学費の支弁が困難であること

（5）就学状況及び生活状況について適時報告できること

月額25,000円 月額40,000円

給付

テキスト61

朝鮮奨学金 学生本人による

直接応募

2025/04/18

1.日本の大学の学部・大学院に在籍する朝鮮人学生。留学生を含む。

2.成績が優良で、かつ学費の思弁が困難な者。

3.2025年4月1日現在、満30歳未満の者（継続応募者は除く）。

大学01コース／年間

60万円

大学02コース／年間

40万円

給付

テキスト61

公益財団法人エイブル文化振興

財団奨学金

学生本人による

直接応募

2025/04/25

以下の各コース項目、共通項目にいずれも該当する者

【各コース項目】01コース：学業優秀な者／02コース：本人と父母及び配偶者の住民税所

得割が非課税の学生で学業優秀な者

【共通項目】・学業優秀、品行方正であり、かつ経済的な支援を必要とすること。・将来、グ

ローバルに活躍する夢を持つ学生であること。・2025年4月時点で在学し、東京都、神奈川

県、愛知県、大阪府の大学キャンパスに通学している者。・支給期間中、財団が定めるレポー

トなどを期日までに提出でき、また行事に積極的に参加できる者

月額50,000円 月額50,000円

給付

テキスト61

公益財団法人似鳥国際奨学財

団　日本人大学生対象　給付

型奨学金

学生本人による

直接応募

2025/05/07

・国籍：日本国籍を有する人（外国籍を有する場合、在留資格が『永住者』または『定住

者』の人は応募可能） 

・【学部生】 23歳以下で、日本国内の大学の学部課程の1～4年に正規生として在籍予定

の者 

【大学院生】 25歳以下で、日本国内の大学の修士課程の1～2年に正規生として在籍予

定の者

・2024年度の世帯収入が900万円以下を目安とする

・入学から現在までの成績がGPA2.5以上（1年生は高校学年末の成績が評定平均3.5以

上）を目安とする

詳細は、各地方自治体・財団HPにてご確認ください。



奨学金名称
給付・貸与金額

大学 大学院
給付/貸与 申請方法 大学

申請締切
備考

月額6万円～8万円 月額6万円～8万

円
給付

テキスト61

公益財団法人似鳥国際奨学財

団　留学生対象　給付型奨学

金

学生本人による

直接応募

2025/05/07

・国籍：日本以外の国籍を有する人

・在留資格：留学／留学方法：私費留学 

・【学部生】 24歳以下で、日本国内の大学の学部課程の1～4年に正規生として在籍予定

の者 

【大学院生】 26歳以下で、日本国内の大学の修士課程の1～2年に正規生として在籍予

定の者

・入学から現在までの成績がGPA2.5以上（1年生は高校学年末の成績が評定平均3.5以

上）を目安とする。日本語による意思伝達が十分可能（日本語能力検定N3以上）

詳細は、各地方自治体・財団HPにてご確認ください。


